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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●人件費：職員数が類似団体と比較して多いため経常収支比率の人件費が高い状況にある。その要因として保育所、中央公民館、運動
公園等の施設運営を直営で行っているためにである。今後は、「村行財政集中改革プラン」に基づき改善を図っていく。　具体的には事務
事業の見直し等、課の統廃合、退職者不補充、指定管理者制度導入により職員数を削減し適正化に努める。

●物件費：物件費に係る経常収支比率が類似団体を下回っている。その要因としてはごみ処理業務や消防業務を一部組合で行っている
ことである。また、平成15年度中学校の統合により大幅な物件費の削減減ができたことにある。平成22年度には小学校、幼稚園の統合も
行われるので物件費がさらに削減される見込である。

●扶助費：扶助費に係る経常収支比率が類似団体を下回っている。その要因として老人保護措置費等の減少により老人福祉費に係る扶
助費が減少したことによる。今後とも村民の健康づくりを推進していくなかで扶助費の抑制を図る。

●補助費等：補助費等に係る経常収支比率が類似団体を上回っている。その要因として、インターハイへの補助金、土地改良組合、村が
出資する各種団体への補助金が多額になっているためである。今後は補助金の効果を見極め補助金交付が妥当か明確な基準を設けて
補助金の見直しや廃止を行っていく。

●公債費：類似団体平均を下回っているが全国市町村平均、県市町村平均を上回っている。今後も農業関係基盤整備事業、道路整備事
業等による新規の地方債の発行が見込まれることから、事業を厳選し、公債費の抑制に努める。

●その他：その他に係る経常収支比率が類似団体を下回っている。しかし、年々増加傾向にある。国民健康保険事業会計、水道事業会
計の財政状況の悪化に伴い赤字補填的な繰出金が多額になっていることが要因。今後、水道事業については経費節減はもとより独立採
算制の原則にたち利用料金の見直しによる健全化、国民健康保険事業会計においても国民健康保険税の適正化、医療費の抑制により
繰出金を減らす。

●普通建設事業費：普通建設事業費の人口1人当たり決算額が対前年度比25.2％増加した要因は単独事業で家畜市場機能高度化施設
整備事業、公共スポーツ活性化事業、損道路整備事業の推進による増加の為である。補助事業ではまちづくり交付金事業の推進による
増加である。本事業は平成21年度終了するので平成22年度以降普通建設事業費は減少する見込である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 950,358 100,143 129,552 ▲ 22.7
賃金（物件費） 133,949 14,115 10,429 35.3
一部事務組合負担金（補助費等） 193,552 20,395 20,026 1.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,946 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 46,823 4,934 6,123 ▲ 19.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 174 18 3,305 ▲ 99.5
▲退職金 ▲ 106,172 ▲ 11,188 ▲ 13,712 ▲ 18.4
合計 1,218,684 128,418 158,669 ▲ 19.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.17 14.36 ▲ 3.19
ラスパイレス指数 91.3 94.1 ▲ 2.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

600,683 63,296 111,710 ▲ 43.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 582 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 17,964 1,893 21,716 ▲ 91.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

45,441 4,788 7,406 ▲ 35.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 4,282 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

626 66 45 46.7

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 362,025 ▲ 38,148 ▲ 89,587 ▲ 57.4

合計 302,689 31,896 56,154 ▲ 43.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)

実質公債費比率
起債制限比率

5.0

10.0

15.0

20.0

8.7

H20

9.6

H19

10.4

H18

10.0

H17

9.9

H16

12.6
13.113.012.5

人口1人当たり決算額
(円)

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

82,102

276,836

158,669

128,418

人口1人当たり決算額
(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

17,605

117,429

56,154

31,896



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,615,605 168,573 90.7 102,879 ▲ 22.0 112.7

うち単独分 182,601 19,053 88.2 57,230 ▲ 17.8 106.0

1,553,860 161,642 ▲ 4.1 121,414 18.0 ▲ 22.1

うち単独分 42,050 4,374 ▲ 77.0 58,925 3.0 ▲ 80.0

1,186,370 124,815 ▲ 22.8 124,895 2.9 ▲ 25.7

うち単独分 22,211 2,337 ▲ 46.6 61,345 4.1 ▲ 50.7

929,075 97,952 ▲ 21.5 110,324 ▲ 11.7 ▲ 9.8

うち単独分 37,883 3,994 70.9 55,684 ▲ 9.2 80.1

1,163,761 122,630 25.2 114,677 3.9 21.3

うち単独分 376,834 39,709 894.2 55,912 0.4 893.8

過去５年間平均 1,289,734 135,122 13.5 114,838 ▲ 1.8 15.3

うち単独分 132,316 13,893 185.9 57,819 ▲ 3.9 189.8
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